An Inquiry into the Chinese Newspaper Management System Based on Content Analysis: Evidence from the Beijing News by 工藤 文
早稲田政治公法研究　第105号
1
内容分析による中国の新聞管理制度の考察
　　 『新京報』主管・主辦単位の変更を事例に 　　
工　藤　　　文
１．はじめに
　本研究で焦点を当てる中国における新聞の主
管・主辦1 単位制度は，新聞の管理を行う機関と
発行主体となる機関を定める制度である。また，
記事の掲載を最終的に決定する権限を持つ機関を
定める制度である。新聞の主管・主辦単位制度は
政府の行政法規において新聞創刊と新聞社設立の
ために主管・主辦単位が必要であることに基づ
く。主管・主辦単位は共産党か政府の関係機関に
限定されている。そのため，主管・主辦単位制度
は，すべての新聞を党か政府の機関によって管理
することを定める制度であることを意味する。な
お，本研究では，主管・主辦単位制度とは主管・
主辦単位に関わる行政法規・規章・規範性文献を
指し，主管・主辦単位のみで用いる場合には新聞
の管理を行う機関を指す。
　主管・主辦単位制度は事実上の新聞ライセンス
管理制度として機能している。主管・主辦単位を
党か政府の関連機関に限定することで民間団体が
独自に新聞を発行できないことを意味する。ま
た，経営面でも主管・主辦単位制度は新聞の独自
活動を制限する。中国の新聞は改革開放以降に
「事業単位・企業化経営」へと移行し新聞社によ
る独自経営（独立採算制による自主経営）が行わ
れている。しかし，このような新聞の独自経営は
新聞が党と政府のコントロールを受けないことを
意味しない。ライセンスを国家が管理することは
新聞が独自に経営（business）できないことを意
味する（Zhao 2004：189）。それゆえ，Zhao（2004：
189）は1990年代の新聞出版署によるライセンス
管理制度の構築が商業化のなかで中国のメディア
コントロールを確固にしたと述べている。ここか
ら，主管・主辦単位制度は中国における新聞管理
の重要な制度の一つであると推測できる。
　新聞の主管・主辦単位が国家機関であること
はどのようなことを意味するのであろうか。新
聞の所有・ライセンス管理・経営権・資本・広
告主など，新聞の存続にかかわる要素が記事編集
に影響を与えることはマス・コミュニケーション
理論において広く認められている。マクウェール
は「メディア構造を理解するための根本的な問題
は，メディア所有とそれに伴う権力がどのように
行使されるかということにある。メディアの性
質はメディアの所有によって最終的に決定され
るという確信がある」（2010：295）と述べてい
る。中国でも同様に党・政府による所有が重要な
要素である。中国ではすべての新聞が党・政府に
よる管理体制の中にあり，新聞社の人事・経営・
編集は党・政府のコントロールを受けている。
西（2008）は中国における党・政府による新聞
管理を次のように説明している。「中国の主要な
ニュース媒体は党と政府が直接コントロールして
おり，国有財産でもある。たとえ商業性の強いメ
ディアであっても，すべて党と政府の機構や主要
な媒体の指導を受ける団体である」（2008：212）。
このような党・政府によるメディア管理は中国で
は「党のメディア管理（党管媒体）」と言われる。
以上から，中国において新聞は党・政府と密接な
関係にあることが明らかである。
　しかし，中国のメディア管理制度はたびたび変
更されてきた。市場経済化以降も検閲は行われて
いるものの，検閲をメディアに押し付けること
は難しくなっている（Winfield and Peng 2005：
264）。それゆえ，1990 年代以降，メディア統制
は国家による直接コントロールから多様な様式
によるコントロールへと変化している（Winfield 
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and Peng 2005：264 table3）。主管・主辦単位制
度も1990年代以降に制度化された新聞管理制度
の一つである。
　主管・主辦単位がライセンス保持者として新聞
に直接的・間接的に圧力を加えるならば，記事の
内容はライセンス保持者である主管・主辦単位に
配慮した内容になるであろう。それゆえ，本研究
では内容分析によって主管・主辦単位の変更前後
の内容を比較することで，主管・主辦単位制度と
記事内容の関係を分析する。これまで主管・主辦
単位制度を分析した研究の多くは共産党規定と行
政法規を用いた分析が中心である。たとえば，西
（2008）は，共産党規定と行政法規の分析を通じ
て主管・主辦単位制度が重要であるとみなしなが
らも，記事内容と関連させて論じていない。
　本研究では『新京報』の主管・主辦単位変更を
事例として，変更前後の記事を対象にする。『新
京報』の主管・主辦単位は2011年9月3日に光明
日報報業集団の主管，光明日報報業集団・南方報
業集団の主辦から，北京市党委員会宣伝部主管・
主辦に変更された2。北京市党宣伝部に主管・主
辦単位が変更になったことで，新聞に対する管理
と新聞組織内部での自己検閲が強まるであろう。
この結果，『新京報』主管・主辦単位の変更前後
で記事内容に変化が現れると推測できる。
　本研究は内容の変化を明らかにするために，主
管・主辦単位が変更になった9月3日を境にし，
前後 35 日の記事内容を比較する。具体的には，
2011 年 7 月 30 日から 10 月 1 日を除く 10 月 8 日ま
での『新京報』の社説を対象にする。10月1日は
国慶節であるため分析から除外した。分析では社
説が扱う問題と，国家機関に対する評価を抽出し
た。このうち，評価は国家機関への批判と対策の
評価，さらに批判の曖昧さを抽出した。
　分析の結果，共産党に対しては変更前後で言及
がほとんど見られなかった。一方で，政府に対し
ては批判が減少する傾向が見られた。北京市政府
に対しては主管・主辦単位の変更後は批判が見ら
れないことがわかった。さらに，国家機関に対し
て批判を行わない代わりに建設的な意見を表明す
ることで問題の解決を促すように主張する記述が
多く見られた。以上から，主管・主辦単位の変更
によって記事のコントロールが強まっている傾向
が見いだせた。記事に対するコントロールが強
まっていることは，『新京報』の主管・主辦単位
の変更によって『新京報』の国家機関への批判を
減少させることに成功していること意味する。こ
の傾向は，共産党・政府が主管・主辦単位制度を
通じて合法的に新聞の政治権力への批判を抑える
ことが可能であることを示唆している。
　次節以降では，第二節で先行研究を批判的にま
とめ，第三節で主管・主辦単位の歴史と機能を述
べる。第四節では分析に用いる仮説を提示する。
第五節で内容分析の手法を述べ，第六節では分析
の結果を述べる。さいごに，本研究の結論と問題
を述べる。
２．先行研究
　党・政府のメディア管理制度は中国メディア研
究が関心を持つ対象の一つである。代表的な研究
を挙げると，西（2008：95）はメディア管理政策
の分析を通じて，中国のメディア管理を①党委員
会の政治指導，②政府部門の行政管理，③「部門
管理」（主管・主辦単位による管理），④業界内規
制による調整，⑤メディア機構の内部管理の五点
で論じている。西の分析から，党や政府が複合的
な制度によってメディア管理を実行していること
がわかる。平野（2009a）はインタビューによっ
て共産党中央宣伝部と国家出版総署の新聞管理に
おける役割を考察した。宣伝部は主に内容の管理
を行い，国家出版総署は主に行政を担当してお
り，新聞は党と政府による二重の管理を受けてい
るとみなすことができる（2009a：35）。このよう
に，先行研究では党・政府のメディア管理を分析
する際に，共産党規定と行政法規に基づく分析
や，インタビューを行うことでメディア管理制度
の考察を試みてきた。
　しかし，中国ではメディア管理にかかわる資料
のすべてが公表されているわけではない。西自
身，「中国ではメディア政策の透明度が低いので，
メディア体制と制度についての検討はかなり難し
い」（2008：94）と述べている。それゆえ，共産
党・政府の規定やインタビュー調査だけではなく
多様な手法によって中国のメディア管理制度を分
析することが必要である。
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　内容分析は中国メディア管理制度を探る手段の
一つとして有効である。先行研究では，メディア
管理を内容分析によって探る試みがなされてき
た。Zhang and Fleming（2005）は党・政府の介
入に着目し，その有効性を検証するためにSARS
に関する『南方週末』と『広州日報』の報道のフ
レームワークの変化を追っている。Zhangらは介
入があった前後の記事を比較し，国家が新聞記事
に介入していることを明らかにしている。さら
に，King, Pan and Roberts（2013）はマイクロ
ブログ（微博）に対する規制をコンピューターに
よる内容分析によって明らかにしている。分析か
らKingらは中国のマイクロブログに対する規制
は国家政策や指導者への批判ではなく，集団行為
への規制を行っていることを発見した。中国のメ
ディア規制を探るために，メディア規制の結果と
してのメディアのテキストを用いた内容分析を行
うことは，資料の限界を超えるための有効な手法
である。
　本研究で扱う主管・主辦単位制度も，資料の限
界から記事内容への作用を探ることは難しい。西
（2008）やZhao（2004）は主管・主辦単位制度が
メディア管理制度のなかでも重要な機能を持つと
指摘しているものの，主管・主辦単位制度と記事
内容の関係を分析していない。主管・主辧単位そ
のものの検討ではないものの党・政府の管理と
記事内容の関連を考察した研究では，He（2000）
や平野（2009b） がある。He（2000） は党機関
紙である『深圳経済特区報』を対象に「正統的
（orthodox）」フレームを抽出することで，党機
関紙が党のイデオロギーを伝達し続けていること
を明らかにしている。さらに，平野（2009b）は
中央の党機関紙『人民日報』と地方の共産党機関
紙である『新華日報』と『南京日報』の内容を比
較し，それぞれの新聞が異なる役割を持ち四川大
地震を報道していることを発見した。平野の研究
は，党機関紙が画一的な報道を行っているのでは
なく，党委員会と新聞の関係によって異なる報道
を行っていることを示している。しかし，党機関
紙だけではなく大衆紙である夕刊紙（晩報）や都
市報も主管・主辦単位制度の枠組みにあり，主
管・主辦単位である党・政府機関による管理を受
ける。それゆえ，大衆紙においても主管・主辦単
位がどのように内容を規定するかを考察する必要
がある。さらに，主管・主辦単位が記事内容に圧
力を加えるのであれば，同一の新聞であっても主
管・主辦単位が変更になれば，記事は主管・主辦
単位に配慮した内容に変化するであろう。
　中国の主管・主辦単位の記事内容への作用は資
料の制限から明らかにすることは難しい。それゆ
え，本研究では主管・主辦単位と記事内容の関係
を分析することを目的に内容分析を行う。主管・
主辦単位の変更前後の『新京報』の記事を内容分
析によって比較することで主管・主辦単位の記事
への作用を検討し，主管・主辦単位制度が持つ意
味を考察する。
３．主管・主辦単位制度
　魏（2013）は主管・主辦単位制度構築までの過
程を三つの段階に分けて論じている。以下では魏
（2013）に基づき主管・主辦単位制度構築までを
整理する。第一段階は中華人民共和国成立から改
革開放初期までの期間である。メディアはそれぞ
れ管理単位を持つものの，制度として明確に定め
られていなかった。第二段階は改革開放初期から
1992年までである。1987年5月新聞出版署3 が出
した「新聞・雑誌と出版社が新たに登記登録を行
うことに関する通知（関於報紙，期刊和出版社重
新登記注冊的通知）」のなかで主管・主辦単位が
あることを登記登録の審査のための重要な基準と
おいた。さらに，新聞出版署が発布した「期刊管
理暫定規定」（1988年11月）と「報紙管理暫定規
定」（1990年12月）において，責任を負うことの
できる主管・主辦単位が雑誌と新聞を設立するた
めに備えるべき条件となったが，主管・主辦単位
の具体的な職責は明確になっていなかった4。第
三段階は1993年以降であり，主管・主辦単位が
行政法規によって制度化される段階である。1993
年6月29日に発布された「出版単位の主辦単位と
主管単位の職責に関する暫定規定（関於出版単位
的主辦単位和主管単位職責的暫定規定）」5 によっ
て主管・主辦単位の職責が明確化した。その後，
1997年国務院施行「出版管理条例」において主
管・主辦単位が行政法規によって定められ制度と
して確立した。
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　現行の2005年新聞出版総署施行「報紙出版管
理規定」では，第8条「（三）国務院出版行政主
管部門が定めた条件に合う主辦単位および主管機
関があること」が定められている。主管・主辦単
位制度によって，新聞の創刊と新聞社の設立には
すべての新聞が主管・主辦管理部門を持つことが
定められている。
　主管・主辦単位の権限が顕著に現れた事例とし
て，西（2008：105‒106）は海南省『特区時報』
の廃刊を挙げている。2002 年に『特区時報』は
指示に従わなかったことで，主管・主辦単位であ
る海南省工業経済連合会が主管・主辦単位を担当
しないことを決定した。これによって，「出版単
位の主辦単位と主管単位の職責に関する暫定規
定」に基づき『特区時報』はライセンスを取り消
され廃刊になった。この事例は主管・主辦単位が
新聞の存続を左右する機関であることを意味して
いる。このように，主管・主辦単位をすべての新
聞に定める主管・主辦単位制度は事実上のライセ
ンス管理制度として機能している。
　以下では，主管・主辦単位の職責をまとめる。
主管単位は主辦単位の上級機関として位置づけら
れている。「出版単位の主辦単位と主管単位の職
責に関する暫定規定」第5条では「主管単位は出
版単位創設時の申請者であり，その出版単位の主
辦単位（二つあるいは二つ以上の主辦単位がある
場合は主要な主辦単位）の上級主管部門を指す」
と定められている。新聞は行政レベルによって主
管単位も規定されており「中央においては部レベ
ル（副部レベルを含む）以上の単位；省，自治
区，直轄市では庁（局）レベル以上の単位；自治
州，県を置く省や市，自治区が設立した行政公署
においては，局（処）レベル以上の単位；県レベ
ルの行政区域においては，県（処）レベルの領導
機関」を主管単位にする必要がある。さらに，第
6条において「主管単位と主辦単位，出版単位の
間は必ず指導と被指導の関係でなければならず，
依存と被依存の関係であってはならない」と定め
られ，主管単位が主辦単位の上級機関として位置
づけられている。
　西（2008：104‒106）は「出版単位の主辦単位
と主管単位の職責に関する暫定規定」に基づき主
管・主辦単位の職責を①内容管理，②経済面の責
任，③人事の三点にまとめている。以下では西の
整理に従い主管・主辦単位の役割をまとめる。
①内容管理。主辦単位は第 8 条で「重要原稿
（著作の原稿，評論，報道等）の出版あるい
は発表をチェックし，承認する；出版単位の
出版物を発行するか発行しないかを決定す
る；出版単位に対して出版物の内容などにつ
いて起きる重大な間違いやそのほかの重大な
問題に直接指導責任を取る」ことを定めてい
る。一方，主管単位は第9条において「（二）
出版単位の重大な宣伝や報道，テーマ選択計
画をチェック・承認し，重大な影響のある原
稿の出版や発表を承認する」とされる。
②経営面。経営面の責任では，主辦単位は出版
単位に対して直接責任を負い，主管単位が経
営の監督を行う。 第 8 条では主辦単位が
「（二）国家の関係規定に依拠し出版単位の設
立のために必要な資金・設備を提供し集め」
ることが定められている。主管単位は第9条
において「（四）主辦単位が出版単位のため
に資金や設備を提供あるいは資金の工面を助
け・協力」するとされる。
③人事。人事では，主辦単位は人事の推薦（出
版単位の責任者を提案）を行い（第8条四），
主管単位が人事決定（出版単位の責任者を決
定）を行う（第9条三）。
　以上のように，主管・主辦単位は編集・経営・
人事によって新聞を管理する機関である6。 主
管・主辦単位制度は，このような党・政府機関に
よる新聞管理を行政法規によって定める制度であ
る。主管・主辦単位制度に関して西は次のように
まとめている。主管・主辦単位の「最大の目的は
共産党がメディアを指導する方策を確保するた
め」であり，「指定された主管・主宰単位の職責
からみると，主宰・主管体制は党機関紙体制の延
長線上にある」（西2008：106）といえる。主管・
主辦単位制度の特徴は，共産党による新聞管理を
政府の行政法規によって制度化している点であ
る。このような新聞コントロールの制度化は，共
産党の新聞管理が政府の法律法規に依拠すること
で正統性を得ているとみることができる。
　第三節の最後に，本研究で扱う『新京報』の主
管・ 主辦単位の変遷をまとめる。『新京報』 は
2003年11月11日に光明日報報業集団が主管単位，
光明日報報業集団と南方報業集団が主辦単位で創
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刊した。スローガンは「時政性」報道であり，主
に独自報道，政治評論で人気を集める7。『新京
報』は主管・主辦単位の行政区域が北京市と広東
省にまたがる新聞として創刊した。光明日報報業
集団は北京市の行政区域に，南方報業集団は広東
省の行政区域に属している。当時，行政区域を超
えてメディアを発行することは許されていなかっ
た。しかし，これらの二つのメディア集団は，地
域の枠を超えて新聞を発行することに成功した
（西 2008：68 ‒69）。 ところが，『新京報』 の主
管・主辦単位は2011年9月3日に北京市党委員会
宣伝部主管主辦に変更された 8。次節では『新京
報』の主管・主辦単位の変更による記事内容への
作用を検討し，仮説を設定する。
４．仮説の設定
　前節での分析から，次の二点を提示する。第一
に，主管・主辦単位は新聞のライセンス保持者で
あり，記事の存続に圧力をかけうる。第二に，主
管・主辦単位は編集・経営・人事において新聞を
管理している。以上から，主管・主辦単位が新聞
の記事編集において直接的・間接的に関わると想
定できる。以下では，『新京報』の主管・主辦単
位の変更がどのような意味を持つのかを考察し，
仮説を設定する。
①　北京市への批判減少
　『新京報』の主管・主辦単位は光明日報報業集
団と南方日報報業集団であったが，2011年9月3
日に主管・主辦単位は北京市共産党委員会宣伝部
へと変更になる。ライセンス所持や人事を担う主
体が北京市党委員会宣伝部に変更されれば，『新
京報』が北京市の事件や北京市党委員会・政府部
門を批判し，イメージを悪化させることのないよ
うに圧力が働くであろう。それゆえ，これらの前
提が正しければ，主管・主辦単位の変更後は北京
市に対する批判が減少する。
　仮説 1 ： 変更後は北京市共産党委員会と北京
市政府への批判が減少する。
②　中央レベルへの批判減少
　『新京報』の主管・主辦単位の変更は新聞の行
政レベルの変更を意味する。主管・主辦単位の行
政レベルによって新聞は位置づけられており，新
聞が可能な言論の範囲を規定する。新聞の行政レ
ベルと批判の関係は，中央宣伝部が1953年3月に
出した共産党規定によって現れている。「党報が
同級の党委員会を批判する問題に関する広西省宣
伝部への返答」によると，新聞が所属する党委員
会と同じレベルの党委員以上は批判できないと定
められている9。
　2011年9月3日に行われた『新京報』の主管・
主辦単位の変更によって，『新京報』の行政レベ
ルは下降した。9月3日以前の主管・主辦単位は
中央レベルである光明日報報業集団が主管・主
辦，省レベルである南方日報報業集団が主辦単位
であった。図1は『新京報』の主管・主辦単位変
更の概念図を示している。　
　これまでの中央レベルに位置していた『新京報』
は，主管・主辦単位が北京市党委員会宣伝部に移
行したことで行政レベルが下降している。行政レ
ベルの下降は，批判が可能になる範囲が狭まった
ことを示唆している。それゆえ，行政レベルの下
降により新聞社の権限が低下すれば，変更後はよ
り上位の政治機関に対して批判が減少すると想定
できる。
　仮説 2 ： 変更後は中央レベルへの批判が減少
する。
③　自己検閲の強化
　主管・主辦単位の変更によって管理が厳しくな
るならば，より自己検閲を行うと考えられる。中
国における自己検閲（self-censorship）とは，政
図１，『新京報』主管・主辦単位変更の概念図
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治的リスクを避けるため，政治的に問題があると
思われる記事をメディア内部で修正・削除し，直
接的な批判を別な言葉に置き換えることである
（Tong 2009）。自己検閲のメカニズムは国家によ
る直接支配ではないが，党・政府に配慮した行為
であるとみなすことができる10。
　Tong（2009） は『大河報』 と『南方都市報』
を対象に，「群体性事件」に関する記者のオリジ
ナル原稿と自己検閲後の記事を比較している。自
己検閲後の文章の特徴は次の二点である（Tong 
2009：603）。第一に，国家機関を批判するより
も，国家機関に建設的な意見を述べることで問題
を解決しようとする。第二に，変更後は批判の対
象が削除されるか，曖昧な表現に書き換えられ
る。具体的には，対象を「官員」から「政府工作
人員」へと言い換える。
　Tong（2009：605‒606）によると，自己検閲
は新聞記者ではなく編集者が行う行為である。新
聞記者による元の原稿では国家機関を批判してい
るものの，政治的リスクを避けるために編集者が
編集過程で記事を書き換えている。主管・主辦単
位の変更は編集者，とりわけ記事の掲載を最終決
定する編集長に強く影響すると考えられる。なぜ
なら，政治的に問題のある記事が掲載されたとき
に責任を負うのは編集長であるためである。それ
ゆえ，主管・主辦単位の変更後は主管・主辦単位
に配慮し，自己検閲が強まると推測できる。した
がって，もし自己検閲が強化されたのならば，下
記の傾向が表れるはずである。
　仮説 3 ： 変更後は国家機関に対して建設的な
意見を述べるようになる。
　仮説 4 ： 変更後は国家機関に対して対象が特
定できないような表現で批判を行う。
　以上，四つの仮説が主管・主辦単位前後の記事
内容の比較を通じて検証できれば，『新京報』の
主管・主辦単位の変更によって記事の内容規制が
強化されたことが証明できる。
　このほかに考察すべき要素を二点検討する。第
一の要素は「地域を跨がる監督（異地監督）」で
ある。中国では新聞が管理を受ける地域の問題や
事件は現地の党・政府機関による介入を受けるた
め批判しにくいとされる。そのため，地域を跨が
る監督と呼ばれる他の地域への批判が行われる
（西2008：193‒195）。新聞の所在地で起きた事件
に対しては批判が行いにくいが，他の地域のメ
ディアは当該地域の党・政府から干渉を受けない
ため批判が行いやすい。しかし，『新京報』は上
述したように行政レベルが下がったことにより，
他の地域の批判も行いにくくなっていると考える
ことができる。同級のレベルの批判ができないた
めに，これまで批判できた他の地域の市級・省級
の批判も難しくなる可能性がある。したがって，
地域を跨がる監督も難しくなると推測できる。
　第二の要素は共産党と政府の関係である。中央
宣伝部の規定「党報が同級の党委員会を批判する
問題に関する広西省宣伝部への返答」は党委員会
に関する規定である。したがって，規定は政府の
批判そのものを制限しているわけではない。さら
に『新京報』の主管・主辦単位は北京市の党委員
会宣伝部であり政府機関ではない。それゆえ，党
と政府に対して異なる批判の表現が用いられると
考えられる。以上の二点を踏まえたうえで仮説の
検証を行う。
５．分析の手法
５－１．新聞紙の選択
　本研究は『新京報』の主管・主辦単位変更前後
の記事を比較する。『新京報』一紙のみを分析の
対象に用いることの利点と限界は以下のとおりで
ある。
　『新京報』一紙を対象とする利点は二つである。
第一に，同一の新聞紙の主管・主辦単位変更の前
後を比較することで単位同質性を確保できる。異
なる新聞紙を比較した場合，新聞紙が持つ独自性
を統制しなければならない。しかし，同一の新聞
紙の前後を比較することで，予期できない要素が
分析結果に作用する可能性が低くなる。第二に，
次項で詳しく述べるように本研究では社説を対象
にするが，主管・主辦単位を変更し社説を掲載し
ている新聞紙は少ない。『新京報』は社説を連日
掲載しているが地方の新聞は社説を掲載すること
が少ない11。以上をまとめると，『新京報』を対
象とすることで分析の確からしさが高まるという
利点と，分析を行うための数少ない事例であると
いう利点がある。
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　一方で，限界は一紙のみを分析とするため，分
析結果を一般化できない点である。『新京報』の
事例のみでは主管・主辦単位の作用が他の事例で
も同一の結果となることを主張できない。主管・
主辦単位の変更にはさまざまなパターンが想定さ
れるため，主管・主辦単位制度そのものの作用を
明らかにするためにはすべてのパターンを検証す
る必要がある。さらに，『新京報』では主管・主
辦単位が北京市党委員会宣伝部という同一の機関
に変更されている。それゆえ，主管単位と主管単
位がそれぞれどのように内容を規定するのかは
『新京報』の事例からは分析できない。
　しかし，利点で述べたように分析に使用可能な
事例の少なさから『新京報』の事例を分析に用い
ることとした。
５－２．分析のサンプル
　分析には社説を用いる。社説を対象にした理由
は，一般の記事では新華社が発行する統一原稿
（統稿）である可能性が排除できないためである。
統一原稿とは中国における内容規制のメカニズム
の一つである。政治的に重要な会議の原稿や重大
事件の記事は，新華社が記事を作成し新聞社が掲
載する。統一原稿と新聞社独自の記事を区別する
基準はなく，統一原稿であっても新聞社の独自記
事としてクレジットされる場合がある。一方，社
説は『人民日報』などの党機関紙の社説を除き，
新華社の配信記事を用いていない。また，社説は
評論とは異なり新聞社が独自に作成しているもの
であるとみなしうる。しかし，『南方週末』事件12
に見るように社説も内容規制を受ける。そのた
め，社説は統一原稿の要素を排除した上でメディ
ア規制の作用を見ることのできる分析対象であ
る。
　分析の期間は2011年7月30日から2011年10月
8日までである。主管・主辦単位の変更前2011年
7月30日から9月2日まで35件（以下，変更前），
変更後2011年9月3日から10月1日を除く10月8
日まで（以下，変更後）35件を対象にしている。
　分析の期間を変更の前後35日に限定した理由
は，主管・主辦単位の変更以外に記事編集に影響
を及ぼす要因が存在するためである。要因とは次
の二つである。一つ目の要因は，2011 年 7 月 23
日に起きた温州鉄道事故13 である。温州鉄道事故
で『新京報』は批判的な報道を行い，特集記事を
組んだ（李 2012：20）。しかし，7月29日には中
央宣伝部からすべての新聞社に温州鉄道事故に関
する報道を慎むよう報道規制が布かれた 14。それ
ゆえ，7 月 23 日から 29 日までの記事において，
温州鉄道事故に関する鉄道省への批判が増加する
と推測できる。温州鉄道事故による鉄道省への批
判をコントロールするために，規制が出された翌
日の7月30日以降を分析の対象期間とした。二つ
目の要因は，政治的な重要イベントである。10
月1日は中国の建国を祝う国慶節であるため1日
を排除した。ここから，他の要因の影響を受けに
くいと思われる7月30日から10月1日を除く8日
までを分析の対象にした。分析の単位は文ごとの
文字数である。文の合計数は変更前771文，変更
後 776 文である。合計文字数は変更前 37750 字，
変更後37759字である。
５－３．分析の枠組み
　内容分析はテキストから一定の枠組みを用いて
傾向を抽出する手法である。本研究は社会中心的
アプローチに立ち内容分析を行う。社会中心的ア
プローチとは，「政治や経済の力の反映としてマ
ス・ メディアを捉える」（マクウェール 2010：
15）見方である。新聞のテキストを政治や経済的
な要素の反映とみなすことで，テキストに現れる
中国の新聞規制を探ることが可能になる。
　分析の枠組みには，Entmanのフレーミング論を用
いる。Entmanはフレーミングの定義として「フレー
ミングとはある知覚された現実の側面を選択し，そ
の現実の解釈と特徴を強調するプロセス」（Entman 
2004：26）であると述べている。Entman（2004：
26）はフレームを「手続き的（procedural）フレー
ム」と「実質的（substantive）フレーム」に分ける。
「手続き的フレーム」とは脚本（script）であり，記
事のストーリーを強調するフレームである。一方
で「実質的フレーム」とは，記事の内容に焦点を
当てたフレームである。Entmanはフレームを二
つに分けた上で，テキストの内容を分析するため
には「実質的フレーム」が望ましいことを述べて
いる（2004：26）。
　フレーミング論はバイアス論に比べテキストの
多様な要素を抽出できる概念である。Tankard
（2003：96‒97）はバイアス論に対するフレーミ
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ング論が持つ分析上の利点を次の三点にまとめて
いる。第一に「賛成や反対（pro or con）」「ネガ
ティブやポジティブ（negative or positive）」な
どの単純な概念を超えてより複雑な感情や認識な
どの分析を可能にする。第二にフレーミングはテ
キストが状況やイシュー，論争をどのように定義
しているかを認識できる。第三に，フレーミング
はあるトピックに対するディスコースの豊かさや
些細な差異を反映することができる。このよう
に，フレーミング論ではバイアス論に比べより多
様な概念を内包している。なお，本研究ではフ
レーミング論を内容分析の枠組みとして用いる
が，フレームの抽出そのものを目的としない15。
　Entman（2004：24）はフレームの焦点として
①イシュー，②イベント，③アクターの三つを，
フレームの機能として①問題の定義，②原因の特
定，③改善策の提示，④倫理的判断を挙げてい
る。これらの要素は相互排他的ではなく，テキス
トにおいて同時に出現しうる（Entman 2004：
24）。本研究の内容分析はフレーミング論に基づ
き，テキストはこれら7つの要素によって構成さ
れるとみなす。そのうえで，第四節で挙げた仮説
を検証するために，本研究では要素を限定して分
析に用いる。
　Entmanが提示したフレームの焦点の中で，本
研究ではアクターに着目して分析を行う。アク
ターに着目して分析する理由は，中国では報道は
アクターを中心に規制されているためである（西 
2008）。中国では自由な論説や批判が許されてい
ないのではなく，特定のアクターに対する自由な
報道と批判が許されていない16。そのため，どの
アクターに対して報道が行われているかを通じ
て，中国の言論規制の範囲が推測できる。
　さらに，Entmanのフレームの機能を用いて国
家機関への批判を抽出する。郭・趙（2004）は批
判を抽出するために批判を類型化している。しか
し，批判の類型化はそれ自体が批判であるかどう
かの指標にはならず，批判の様式を示している
に過ぎない。そこで，本研究は批判を②原因の
特定によって操作化する。ある問題が発生した
ことの原因としてアクターをみなしている記述
を批判とみなす。 さらに，Entman（2004：54）
では③改善策の提示において「policy positive」
「policy negative」に分類し，そのうえで「policy 
negative」を批判であるとみなしている。本研究
では自己検閲が改善策の提示として現れると考え
る。それゆえ，改善策の提示を直接的な批判の置
き換えとしてみなす。
　上記以外のカテゴリーでは，①問題の定義とし
て社説がどのような問題を論じているか，政治問
題，社会問題，経済問題に分類する。政治問題と
それ以外の問題では記事内容で傾向が異なると考
えたためである。④倫理的判断に関して，Entman
（2004：25）は9.11事件を例として挙げ，アルカイ
ダとタリバンに対して「悪，非道（oppressive），弱
い」，アメリカに対しては「強い，良い（good）」の
評価を与えている。アクターそのものに対する評
価は本研究の関心ではないため，本研究では倫理
的判断については観察の対象としなかった。
５－４．コーディング基準
　分析に用いるアクターは表1の通りである。合
計で10カテゴリーに分類した。国家機関は共産
党機関と政府機関に分類する。共産党と政府を分
けた理由は，共産党と政府に対しては異なる言論
が存在すると想定できるためである。『新京報』
にとって共産党は実質的なライセンスを所持する
機関であり，政府は行政管理を行う主体である。
それゆえ，共産党と政府では異なる傾向が表れる
可能性がある。行政レベルでも分類を分けてい
る。中央レベルとそれ以外の地方レベルである。
地方レベルは北京市の共産党・政府とそれ以外の
地方の共産党・政府機関に分類した。公安と司法
機関は政府機関の一部とみなしうるものの，より
詳細な分析のために別個のカテゴリーとした。
「公権力」などの公権力を現すものの明確にどの
機関を指すかわからない記述は不明な公権力とし
た。さらに，比較のために企業のカテゴリーを設
けている。なお，アクターが出した政策や法律，
言動や行為もアクターとして分類した。　
（ 1）問題の定義
　問題の定義は，政治，社会，経済に分類した。
分類の詳細な定義は表 2 のとおりである。コー
ディングはシングルカウントである。留意点とし
て，国家の政策そのものについて論じる場合には
政治問題として分類する。しかし，ある交通事故
の事件を論じた社説の中で国家の政策が言及され
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ている場合には，記事の主眼は交通事故にあると
みなし社会問題としてコーディングする。それゆ
え，評価の単位は記事である。　　
（ 2）原因の特定
　原因の特定では，アクターを問題の発生原因と
みなし，問題の原因を帰属させているかを選択す
る。表3は原因の特定の分類基準を示した。表1
の分類基準1から10までのアクターに対し，問題
が発生した原因としてみなしている場合には1を
コードし，原因として述べていない場合には0を
コードする。原因の特定にはアクターの直接行動
による問題の発生以外にも，アクターの対策不足
や認識不足も原因として帰属しているものとみな
す。さらに，アクター自体の行動を社会的・倫理
的に問題であるとみなす記述も原因として分類す
る。　　　
表１，アクター分類コード表
コード カテゴリー 分類の基準（キーワード）
1 中央共産党 中央党委員会，中央政治局，中央政治局常務委員会，
その他の中央共産党機関
2 中央政府 全国人民代表大会，国家主席，国務院，総理，
政府の所属する局（部），その他の政府機関
3 北京市党委員会 北京市党委員会，北京市書記
4 北京市政府 北京市政府，北京市長，北京市政府に所属する局（部），
その他の北京市政府機関
5 北京市以外の地方党委員会 北京市以外の地方党委員会・党書記，北京市以外の地方党委員会
に所属する機関
6 北京市以外の地方政府 北京市以外の地方政府・行政地域のトップ，
地方政府に所属する局（部），その他の地方政府機関
7 公安 公安局，各行政地区の公安
8 司法機関・法院 最高人民法院，各行政区域の法院
9 不明な権力機関 公権力など，対象が特定できないもの
10 企業 国有企業，私有企業，外国企業
表２，問題の定義・分類コード表
コード 問題 分類の基準
1 政治 政治的会議，政治制度改革，法律（規定，条例を含む）改正，財政，税，汚職，その他
2 社会 事故，犯罪，災害，インフラ，通信，環境，エネルギー，戸籍・身分証，社会保障，
消費者保護，医療，教育，その他
3 経済 産業，金融，市場，消費，商品，雇用，投資，不動産，その他
表３，原因の特定・分類コード表
コード 評価 分類の基準
1 評価あり アクターが行った行為により，問題が生じた
アクターの対策が不十分なことで問題が生じた
アクターの認識不足により問題が生じた
アクターの行動が法律・規則・規範に反する
アクターが不当な行為により利益を得た
0 評価なし 原因について述べているが評価を含まない文
原因について述べていない
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（ 3）改善策の提示
　改善策の提示では，アクターが問題を解決する
ために出した対策に対する評価を分類する。改善
策の提示はポジティブとネガティブに分けてい
る。表4と表5はポジティブとネガティブのそれ
ぞれの分類基準を示している。ポジティブは対策
を全面的に支持する記述であり，ネガティブは対
策の不十分さを指摘する記述である。表1の分類
基準1から10までのアクターに対し，ポジティブ
とネガティブそれぞれに該当する場合には 1 を
コードし，該当しない場合には0をコードする。
　なお，本研究では（ 2 ）原因の特定と（ 3 ）改
善策の提示の差別化を行うために，次のコーディ
ング基準を設けている。（ 2 ）原因の特定では，
すでにある問題がなぜ生じたのかについて論じた
記述を選択している。一方，（ 3 ）改善策の提示
では問題に対してまだ行われていない対策を論じ
た記述を選択している。したがって，ある対策が
不十分なために問題が生じた場合は原因の特定と
してコードし，生じた問題に対する対策の評価は
改善策の提示にコードする。
（ 4）対象の曖昧さ
　対象の曖昧さでは，アクターの批判を明確に
行っているかを分類する。（ 2 ）原因の特定で1
をコードしたもののうち，次の分類基準に従い
コードする。曖昧な記述とは，「有関部門（関係
部門）」「政府部門」，各行政区域の名前を用いて
いない記述である。さらに，特定の地方政府の名
前を挙げずに「地方政府」と述べる場合も曖昧な
記述とした。対象を明確に述べている記述とは，
党委員会や政府を中央の行政機関あるいは各行政
区域の名前を挙げて指摘している記事である。曖
昧な記述には1を，明確な記述には0をコードす
る。   
表４，改善策の提示ポジティブ・分類コード表
コード 評価 分類の基準
1 ポジティブ アクターの対策が問題解決に寄与する
アクターの対策に期待する
アクターが問題解決の主体となるべきことを指摘する
0 評価なし 対策について述べているが上記の評価基準が当てはまらない記述
対策について述べていない
表５，改善策の提示ネガティブ・分類コード表
コード 評価 分類の基準
1 ネガティブ アクターの対策の効果を否定する
アクターの対策によって起こりうる障害を述べる
アクターの対策の不足を指摘する
0 評価なし 対策について述べているが上記の評価基準が当てはまらない記述
対策について述べていない
表６，対象の曖昧さ・分類コード表
コード 評価 分類の基準
1 曖昧 部門が特定できない記述
　　例：「有関部門（関係部門）」　「政府部門」
各行政区域の名前を用いておらず，地区が特定できない記述
　　例：「地方政府」　「一些地方政府」
0 明確 党委員会・政府の各機関の名前を挙げて指摘している記述
部門が特定できる記述
地域が特定できる記述
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５－５．信頼性検定
　本研究ではコーディングの信頼性を検証する
ために，クリッペンドルフのa係数（クリッペン
ドルフ 1989）を用いた信頼性検定を行った。ラ
ンダムサンプリングによって変更前後50文ずつ
を抽出し，100文を対象にした。コーダーは筆者
を含め3人であり，筆者以外のコーダーの2人は
中国語母語話者である。コーディングマニュアル
に基づきそれぞれのコーダーがコーディングを
行った。信頼性検定にはHayes and Krippendorff
（2007）のSPSSのマクロを使用した。信頼性検
定の結果，本研究のコーディングは信頼性を満た
すものではなかった。したがって，本研究で提示
する結果は『新京報』の主管・主辦単位変更前後
の記事内容を実証する結果ではない。それゆえ，
本研究では内容分析の結果を参考に主管・主辦単
位制度を考察するにとどめる。
６．分析の結果
６－１．共産党に対する言及
　共産党機関に対してはほとんど言及がなく，フ
レーミングの要素となる評価も与えられていな
かった。共産党に対する言及は2回であり，その
うち地方の党委員会が原因として1回言及されて
いた。しかし，2回とも「党政機関」として党と
政府を合わせて言及されている。2011 年 8 月 28
日の社説では「その賞は党政機関と事業単位内部
の密室の中で行われたことで（中略）官民矛盾を
さらに緊張させた」と述べている。この記述は地
方の共産党に対する批判であると判断できる。
2011年9月2日の社説でも言及されていたが批判
とはみなすことができなかった。以下では共産党
を除いた分析結果を報告する。
６－２．問題の定義
　変更前後のテーマを政治問題・社会問題・経済
問題に分類した。分類結果は表7のとおりである。
以降の分析では，それぞれの問題ごとに分析を行
う。変更前後で記事内容に差があるかを明らかに
するために，検定には t 検定を用いる。t 検定に
は文ごとの文字数を用いている。対象の曖昧さの
みサンプルが少ないため問題を限定せず，文を単
位としたカイ二乗検定により，カテゴリー間の変
化を見る。帰無仮説を変更前後で記事内容に差異
がないと置き，帰無仮説が棄却できた場合には変
更前後で記事内容に差異があるとみなす。  
６－３．原因の特定
　政治問題を論じた社説の中で，中央政府を原因
として述べる文は変更前17文，変更後は6文で
あった。前後それぞれの政治問題の文合計におけ
る文字数の平均は変更前3.14字，変更後2.08字で
ある。t 検定の結果は有意ではなく帰無仮説を棄
却できなかった（t  = 0.821， df = 515， n.s.， 等分
散を仮定する）。北京市政府を原因とみなす文は，
変更前0文，変更後1文であった。変更後増加し
ているものの，変更前平均 0.00 字，変更後平均
0.33字であり，t 検定の結果は有意ではなかった
（t  = ‒1.000， df = 205.0， n.s.， 等分散を仮定しな
い）。地方政府を原因とみなす記述は変更前49文，
変更後31文で抽出できた。平均は変更前7.27，変
更後7.84であり，t 検定の結果は有意ではなかっ
た（t  = ‒0.313， df = 515， n.s.， 等分散を仮定す
る）。政治問題で唯一有意な差が見られたのは，
司法・法院のアクターであり，変更前は 10 文，
変更後は1文で言及されていた。変更前後の文字
数に占める文字数平均は変更前1.09，変更後0.15
であった（t  = 2.358， df = 404.1， p = 0.019， 等分
散を仮定しない）。
　社会問題を論じた社説で中央政府を原因として
述べる文は変更前15文，変更後は13文であった。
前後それぞれの政治問題の文合計における文字数
の平均は変更前2.29字，変更後1.74字である。 t
表７，分析の対象
社説の数 文の数 文字数
政治問題 変更前 14 311 14978
変更後 10 206 10707
社会問題 変更前 16 378 17702
変更後 23 528 24966
経済問題 変更前 5 82 5070
変更後 2 42 2086
合計 70 1547 75509
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検定の結果は有意ではなく帰無仮説を棄却できな
かった（t  = 0.625， df = 904， n.s.， 等分散を仮定
する）。北京市政府を原因とみなす文は，変更前
5文，変更後0文であった。平均値は変更前0.74
字，変更後0.00字であり，t 検定の結果は有意で
あった（t  = 2.162， df = 377.0， p = 0.031， 等分散
を仮定しない）。地方政府を原因とみなす記述は
変更前8文，変更後8文で抽出できた。平均は変
更前1.25字，変更後0.99字であり，t 検定の結果
は有意ではなかった（t  = 0.402， df = 904， n.s.， 
等分散を仮定する）。これ以外のアクターに対し
て，社会問題では有意な差は見られなかった。
　経済問題ではアクターを原因とみなす記述は中
央政府と企業に対してのみ抽出できた。中央政府
を原因とみなす文は変更前2文，変更後は1文で
あった。変更前後の文合計に占める文字数の平均
は変更前1.26字，変更後1.02字で，t 検定の結果
は有意ではなかった（t  = 0.160， df = 122， n.s.， 
等分散を仮定する）。企業に対しては変更前0文，
変更後3文であり，t 検定の結果10％水準で有意
な差が見られた（t  = ‒1.774， df = 41.0， p = 0.083， 
等分散を仮定しない）。
　以下では，原因の特定における結果をまとめ
る。中央政府を原因とみなしている記述は，政治
問題と社会問題で減少傾向にあるものの有意な差
ではなかった。北京市政府を原因とみなす記述
は，社会問題においてのみ有意な差があり，平均
文字数を見ると減少していた。地方政府を原因と
みなす記述はすべての問題で有意な差とはならな
かった。その他に，司法・法院でも有意な差が有
り，減少傾向にあった。
６－４．改善策の提示（ポジティブ）
　改善策の提示（ポジティブ）においては，ほと
んどのカテゴリーで有意ではなかった。唯一有意
となったカテゴリーは経済問題の中央政府の対策
をポジティブに評価する記述である。変更前は1
文，変更後は5文で抽出できた。前後それぞれの
経済問題の文合計における文字数の平均は変更前
0.23字，変更後5.05字である。t 検定の結果は有
意で，変更前後で記事内容に差異があることが分
かった（t  = ‒2.072， df = 41.8， p = 0.045， 等分
散を仮定しない）。
６－５．改善策の提示（ネガティブ）
　政治問題を論じた社説の中で，中央政府の対策
をネガティブに評価する文は変更前27文，変更
後は26文であった。前後それぞれの政治問題の
文合計における文字数の平均は変更前4.34字，変
更後8.31字である。t 検定の結果は有意で，変更
前後で記事内容に差異があることがわかった（t  
= ‒2.040， df = 311.9， p = 0.042， 等分散を仮定し
ない）。平均文字数を見ると，変更後対策をネガ
ティブに評価するような記述が増加している。北
京市政府の対策をネガティブに評価する文は，変
更前2文，変更後0文であった。文字数の平均は
変更前0.48字，変更後平均0.00字であり， t 検定
の結果は有意ではなかった（t  = 1.406，df = 310.0， 
n.s.， 等分散を仮定しない）。地方政府の対策をネ
ガティブに評価する文は10文，変更後13文で抽
出できた。平均は変更前2.21字，変更後3.00字で
あり，t 検定の結果は有意ではなかった（t  = 
‒0.678， df = 515， n.s.， 等分散を仮定する）。
　社会問題を論じた社説の中で，中央政府の対策
をネガティブに評価する文は変更前6文，変更後
は17文であった。前後それぞれの社会問題の文
合計における文字数の平均は変更前0.51字，変更
後1.64字である。t 検定の結果は有意で，変更前
後で記事内容に差異があることがわかった（t  = 
‒2.345， df = 747.0， p = 0.019， 等分散を仮定しな
い）。平均文字数を見ると，変更後対策をネガ
ティブに評価するような記述が増加している。北
京市政府の対策をネガティブに評価する文は，変
更前6文，変更後0文であった。文字数の平均は
変更前0.66字，変更後平均0.00字であり，t 検定
の結果は有意であった（t  = 2.306， df = 377.0， p 
= 0.022， 等分散を仮定しない）。地方政府の対策
をネガティブに評価する文は3文，変更後3文で
抽出できた。平均は変更前0.42，変更後0.40であ
り，t 検定の結果は有意ではなかった（t  = 0.045， 
df = 904， n.s.， 等分散を仮定する）。企業に対し
ては変更前7文，変更後1文であった。平均文字
数は変更前0.73字，変更後0.15字である。t 検定
の結果10％水準で有意な差が見られた（t  = 1.729， 
df = 559.4， p = 0.084， 等分散を仮定しない）。
　経済問題を論じた社説の中で，中央政府の対策
をネガティブに評価する文は変更前9文，変更後
は5文であった。前後それぞれの経済問題の文合
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計における文字数の平均は変更前7.18字，変更後
6.95字である。t 検定の結果は有意ではなかった
（t  = 0.056， df = 122， p = n.s.， 等分散を仮定す
る）。北京市政府の対策をネガティブに評価する
文は，変更前5文，変更後0文であった。文字数
の平均は変更前5.79字，変更後平均0.00字であり，
t 検定の結果は有意であった（t  = 2.102，df = 
81.0， p = 0.039， 等分散を仮定しない）。地方政府
の対策をネガティブに評価する文は変更前後で抽
出できなかった。
　以上から，改善策の提示ネガティブの結果をま
とめる。ネガティブなカテゴリーでは，政治問題
と社会問題でともに中央政府に対して有意な差が
あった。平均値を見ると，どちらの問題でも中央
政府に対して改善策の提示が増加していることが
わかる。北京市政府に対しては，経済問題で有意
な差があった。北京市の政策をネガティブに評価
するような記述は変更後抽出できなかった。地方
政府に対してはすべての問題で有意な差が見られ
なかった。
６－６．曖昧な表現
　中央政府，北京市政府，地方政府の原因の特
定でコードした文を，対象が明確に特定されて
いるか曖昧かで分類した。表8と表9は中央政府
と地方政府に対する結果を示している。北京市
政府に対しては言及が少なく変更前は5文で変更
後は1文であったために，変化を見ることができ
なかった。表8の中央政府の結果を見ると，変更
前は合計34文のうち9文（26.5％）は部門が特定
できない文であった。変更後は20文のうち8文
で（40.0％）部門が特定できなかった。傾向を見
ると曖昧さが増加しているものの，カイ二乗検定
の結果は有意ではなかった（χ2 = 1.069，df = 1， 
n.s.）。それゆえ，変更前後で差異があるという帰
無仮説を棄却できなかった。   
　一方で地方政府に対する曖昧な表現は増加する
傾向にあることがわかった（表9）。変更前は57
文のうち地方や地方政府の機関が特定できなかっ
た文が16文（28.1％）あった。変更後は39文の
うち19文（48.7％）で対象が特定できなかった。
カイ二乗検定の結果は有意であり，前後で差異が
あることがわかった（χ2 = 4.261，df = 1， p = 
0.039）。
６－７．仮説の検証
　上記の結果を踏まえ，仮説の検証を行う。
　仮説 1 ： 変更後は北京市共産党委員会と北京
市政府への批判が減少する。
　北京市党委員会に対する記述は変更前後で抽出
できなかった。北京市政府を批判する記述は変更
後に減少した。北京市の問題を扱った社説は変更
前後でともに存在するにもかかわらず，変更後は
批判がほとんど抽出できなかった。したがって，
仮説1を検証した。
　仮説 2 ： 変更後は中央レベルへの批判が減少
する。
　中央政府を批判する記述は変更後に減少する傾
向はあったものの，有意ではなかった。それゆ
え，仮説2は検証できなかった。
　仮説 3 ： 変更後は国家機関に対して建設的な
意見を述べるようになる。
　中央政府に対して意見を主張するような記述は
変更後に増加し，t 検定の結果も有意であった。
それゆえ，仮説3を検証した。この結果は自己検
閲が強まったことを示唆している。ここから仮説
2を補足する結果としてみなすことができる。一
方で北京市政府に対しては建設的な意見自体を述
べる記述がなくなった。この結果は仮説1を否定
するものではない。
　仮説 4 ： 変更後は国家機関に対して対象が特
定できないような表現で批判を行う。
表８，中央政府に対する対象の曖昧さ（カッコ内は％）
曖昧 明確 合計
変更前 9（26.5） 25（73.5） 34（100.0）
変更後 8（40.0） 12（60.0） 20（100.0）
合計 17（31.5） 37（68.5） 54（100.0）
表９，地方政府に対する対象の曖昧さ（カッコ内は％）
曖昧 明確 合計
変更前 16（28.1） 41（71.9） 57（100.0）
変更後 19（48.7） 20（51.3） 39（100.0）
合計 35（36.5） 61（63.5） 96（100.0）
工藤文：内容分析による中国の新聞管理制度の考察
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　中央政府に対して批判の対象を曖昧にして批判
する傾向が見られたものの，t 検定の結果，有意
な差異ではなかった。一方で地方政府に対しては
変更後対象を曖昧にして批判していた。それゆ
え，仮説4は一部のみ検証した。これは地域をま
たがる監督が行いにくくなったことを示唆する結
果である。
　以上をまとめると，中央政府と北京市政府に対
して批判は減少傾向にある。その一方で，変更後
は中央政府に対して提案を行う傾向がある。ここ
から，主管・主辦単位の変更によって『新京報』
の内容規制が強まる傾向がみられた。
７．おわりに
　本研究では，『新京報』の主管・主辦単位変更
前後の社説を比較することで，主管・主辦単位の
新聞記事内容への作用を検討した。主管・主辦単
位はライセンスを所持し人事・経営の管理を行う
部門であり，主管・主辦単位が北京市の党委員会
宣伝部に変更になることでより言論が制限される
と推測した。内容分析によってアクターごとの原
因・改善策・曖昧さのカテゴリーを設定して記事
の前後で比較した。その結果，共産党に対しては
有効なデータがほとんど抽出できなかった。一方
で政府に対しては中央・北京市・北京市以外の地
方政府すべてで批判が抽出できた。変更前後で批
判を比較すると，北京市政府に対して有意な差が
あり，批判は減少していた。中央政府に対する批
判の差は有意ではないものの，批判が減少する傾
向が見られた。さらに，中央政府に対して批判が
減少するだけではなく，問題に対して提案をする
ような記述が変更後に増加する傾向が見られた。
以上から，『新京報』の主管・主辦単位の変更に
よって記事内容が変化する傾向があることがわ
かった。
　主管・主辦単位制度はすべての新聞が規定され
る管理制度でありながらも，文献やインタビュー
から主管・主辦単位の作用を明らかにすることは
難しい。そこで，本研究は『新京報』の主管・主
辦単位変更の記事内容を内容分析によって比較す
ることで，主管・主辦単位の記事に対する作用を
分析した。
　分析結果の含意として，以下の三点を挙げる。
　第一に，共産党のメディア管理は貫徹されてい
る。『新京報』の変更前の主管・主辦単位は新聞
グループであるものの，光明日報集団も南方日報
集団もどちらも党委員会によって管理されてい
る。さらに，変更後の主管・主辦単位は北京市共
産党委員会宣伝部であり行政レベルは下降してい
るものの『新京報』の管理者は共産党のままであ
る。それゆえ，『新京報』社説において共産党に
対する言及は2回のみであり，批判はわずかに1
文で述べられていた。したがって，本研究の結果
は中国の実質的な新聞の管理者は共産党であると
いうことを裏付ける結果となった。
　第二に，共産党に対する批判が抽出できない一
方で，政府に対する批判は中央政府に対しても抽
出することができた。中国では政府機関の官僚が
共産党の役職を兼任しているにもかかわらず，社
説で表現される役職は政府機関の役職である。た
だし，政府が行政を担当しているため，党・政府
に対して異なる批判が出ると解釈することもでき
る。
　第三に，主管・主辦単位制度が持つ意味であ
る。とりわけ主管・主辦単位制度が持つ意味とし
て，主管・主辦単位制度が行政法規によって定め
られたライセンス管理制度である点を強調した
い。本研究の結果から明らかになったように，主
管・主辦単位の変更によって国家機関への批判を
減らすことができるのであれば，共産党は合法的
な手段によって批判を減らすことができることを
意味している。言い換えるならば，主管・主辦単
位の制度化は行政法規によって共産党の管理をよ
り正統化しているとみなすことができる。このよ
うな新聞管理制度を通じた共産党の新聞管理の正
統化は，共産党による一党独裁体制を維持する役
割を果たしているのであろうか。果たしているの
であればどのようなメカニズムであろうか。
　最後に，本研究の課題を以下に述べる。本研究
は他の要素が記事内容に作用する可能性を排除す
るために事例を限定し分析の対象と期間を限定し
た。そのため，分析に用いる観察数が少なくカテ
ゴリーによって傾向はみられたものの有意な差異
が見られなかった。また，フレーミング論を分析
の枠組みとして用いたが，フレームの抽出は行わ
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なかった。特定のテーマや話題のフレームを明ら
かにすればより記事内容における主管・主辦単位
の作用が明らかになるであろう。とりわけ，分析
手法の問題としてコーディングの信頼性を高める
ことが必要である。上記で述べた新聞管理制度の
正統化の問題とも関連させながら，方法を精緻化
することが今後の課題である。
［付記］
　本研究はJSPS科学研究費補助金（特別研究員
奨励費，課題番号23・5710）の助成を受けたも
のである。
　　　　　　　　　　
［注］
 1	 先行研究では「主宰単位」（西	2008）を用いている。
本研究では中国語の意味を尊重して「主辦単位」とし
た。「辦（簡体字では办）」には「処理する」「経営する」
「興す」などの意味がある（『講談社	中日辞典』2002）。
 2	 「経国家新聞出版総署批准『京華時報』『新京報』変更
為北京市主管主辦」『北京日報』（2011年9月3日）http:	
//bjrb.bjd.com.cn/html/2011-09/03/content_447365.
htm?div=-1，（2014年2月9日閲覧）
 3	 新聞出版署は2001年に新聞出版総署，2013年に国家新
聞出版広電総局（国家版権局）に改組している。
 4	 この箇所について魏（2013）は宋（2003）を参照して
いる。
 5	 「出版単位」とは「新聞社，雑誌社（編集部），図書出
版社と音楽映像出版社」を指す（1993年新聞出版署施行
「関於出版単位的主辦単位和主管単位職責的暫定規定」
新聞出版総署法規司編	2010：100）。
 6	 先行研究では，主管単位と主辦単位の役割を次のよう
に整理している。Stockmann	（2013：52	注4）は主管単
位を新聞のライセンスを申請する機関，主辦単位を出資
機関（sponsor）とみなす。同様に，李（2012：40）は
主辦単位を「経営主体」と言い換えている。さらに，西
（2008：106）は「新聞の出版権と所有権は新聞社自身が
持っておらず，新聞の主管単位が持つ」としている。こ
こから，主管単位は新聞のライセンスの所持機関であ
り，主辦単位は新聞の経営にかかわる機関であるとみな
すことができる。西の指摘から主管・主辦単位制度は新
聞の所有制度の一つとしてみなしうるが，所有制度の検
討には共産党規定における新聞所有の位置付けや，資本
と関連させながら論じる必要がある。
 7	『新京報』ホームページ（http://i.bjnews.com.cn/gywm.
html）によると，一日の発行部数は77.6万部である（2014
年2月9日閲覧）。
 8	 変更の理由は市場調整とされるが（「経国家新聞出版
総署批准《京華時報》《新京報》変更為北京市主管・主
辦」『北京日報』2011 年 9 月 3 日 http://bjrb.bjd.com.cn/
html/2011-09/03/content_447365.htm?div=-1，	2014年2月
9日閲覧），温州鉄道事故の報道が批判的であったために
『新京報』の管理を厳しくするために変更したという見
方もある（「（世界発 2011）高速鉄道事故，批判に逆風	
中国当局，メディア引き締め	」『朝日新聞』2011年9月6
日，朝刊，2面）。
 9	 「党報は党委員会の機関紙であり，党報編集部は新聞
と党委員会に対立する権限はない。（中略）新聞の編集
部の責任は，新聞上で間違いを繰り返すべきではなく，
自己の権限内で党委員会に直接上級党組織に間違いを暴
くことである」（「党報が同級の党委員会を批判する問題
に関する広西省宣伝部への返答」，中国社会科学院新聞
研究所編	1980：279）。
10	 Tong（2009）は自己検閲のメカニズムはメディアが
国家との摩擦を生じさせずにメディアの発言を最大化す
るための方策であると論じている。したがって，自己検
閲をどのようにみなすかは異なる見解がある。
11	 平野（2009b：38	注10）は地方の共産党機関について
社説の数を計測し，社説の掲載は多くても年30本程度で
あることを明らかにしている。
12	 南方週末事件とは，2013年１月３日に『南方週末』に
掲載予定であった新年特別号の社説が広東省共産党宣伝
部の指示によって書き変えられ，『南方週末』の記者ら
が反発した事件である。
13	 温州鉄道事故とは，2011年7月23日に温州で起きた高
速鉄道事故であり，200人以上が死傷する事故となった。
14	 党宣伝部による温州鉄道事故の報道を制限する通達は
24 日に出された。29 日夜にも通達が出され，『新京報』
の紙面は差し替えを命じられた（「［スキャナー］高速鉄
道事故　中国メディア　異例の抵抗　規制無視し批判報
道」『読売新聞』2011年8月4日，朝刊，3面）
15	 本研究はEntman（2004）のフレーミング論に基づき，
現実社会のある要素が「選択」され，「強調」されたも
のとしてみなすことで，主管・主辦単位の変更がテキス
トに与えた影響を考察するものである。フレームを抽出
するためには，特定の事件や議題に限定して論じる必要
がある。しかし，本研究は主管・主辦単位の変更前後を
対象として扱う。そのため，継続して社説で論じられて
いる内容が存在しない。したがって，特定のフレームを
抽出することは目的としなかった。
16	 特定のイシューに関する自由な言論活動も許されてい
ない。イシューに関する議論の限定は西（2008：第2章
第3節）に詳しい。
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